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1.  平成23年11月期の連結業績（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期 42,409 29.7 1,007 ― 825 ― 895 ―
22年11月期 32,688 144.2 △1,057 ― △1,131 ― △1,151 ―
（注）包括利益 23年11月期 908百万円 （―％） 22年11月期 △1,312百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年11月期 14.01 ― 5.4 2.1 2.4
22年11月期 △18.00 ― △6.9 △2.9 △3.2
（参考） 持分法投資損益 23年11月期  ―百万円 22年11月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期 39,261 17,917 42.9 263.80
22年11月期 39,796 17,012 40.3 250.79
（参考） 自己資本   23年11月期  16,862百万円 22年11月期  16,032百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年11月期 755 △1,464 △1,134 11,057
22年11月期 1,050 △371 △2,777 12,899

2.  配当の状況 

(注）平成24年11月期の期末の配当につきましては未定です。 
   配当予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
23年11月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
24年11月期(予想) ― 0.00 ― ― ― ―

3.  平成24年11月期の連結業績予想（平成23年12月1日～平成24年11月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 19,900 △7.8 200 △70.2 150 △73.5 100 △79.8 1.56
通期 42,800 0.9 1,200 19.2 1,100 33.3 1,000 11.7 15.64



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年11月期 68,075,552 株 22年11月期 68,075,552 株
② 期末自己株式数 23年11月期 4,152,762 株 22年11月期 4,149,311 株
③ 期中平均株式数 23年11月期 63,924,104 株 22年11月期 63,929,869 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年11月期の個別業績（平成22年12月1日～平成23年11月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年11月期 41,234 29.5 749 ― 613 ― 781 ―
22年11月期 31,843 151.9 △1,099 ― △1,141 ― △1,166 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年11月期 12.22 ―
22年11月期 △18.25 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年11月期 37,348 16,233 43.5 253.96
22年11月期 38,456 15,515 40.3 242.70
（参考） 自己資本 23年11月期  16,233百万円 22年11月期  15,515百万円

2.  平成24年11月期の個別業績予想（平成23年12月1日～平成24年11月30日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成24年11月期の期末の配当につきましては、現時点では未定です。配当予想額の開示が可能となった時点で速やかに開示する予定です。 
 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資
料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 19,500 △7.6 100 △78.2 100 △77.5 1.56
通期 42,000 1.9 900 46.8 900 15.2 14.08
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当連結会計期間のわが国経済は、東日本大震災と原発事故の発生により大きな停滞を余儀なくされま

したが、国を挙げての懸命の復興努力と新興国の経済発展に伴う輸出の拡大に牽引されて、2011年夏に

かけては回復の兆しが明確になってまいりました。しかし、期間の後半には深刻化する欧州債務危機と

急激な円高によって、急速に不透明感が増してまいりました。 

 こうした中、当企業グループは、受注確保と生産性の向上、収益の改善に注力してまいりました。繊

維機械事業では好調な中国市場を中心に積極的な販売活動を展開いたしました。また、工作用機器事業

では回復傾向を強めた工作機械メーカへの販売活動を進め受注確保に努めました。東日本大震災やタイ

の洪水災害の影響は、関係各企業の皆さまのご協力により最小限にとどめることができました。 

 一方で、第３四半期以降は、中国の金融引き締めによる契約実行の遅れや急速に進行した円高に伴う

価格競争の影響が顕著になってまいりました。 

 この結果、全体では受注高は37,678百万円（前期比8.9％減）と減少いたしましたものの、売上高は

42,409百万円（前期比29.7％増）と増加いたしました。損益面では、繊維機械事業では量産効果と原価

低減、効率化活動の効果から大幅に回復いたしましたが、工作用機器事業では、設備負担の増加、特注

製品の増加や固定費負担の拡大により採算が悪化いたしました。全体では営業利益1,007百万円（前期

は営業損失1,057百万円）、経常利益825百万円（前期は経常損失1,131百万円）、当期純利益895百万円

（前期は当期純損失 1,151百万円）と黒字を確保することができました。 

 セグメント別損益は以下に記載のとおりであります。なお、当第１四半期からセグメント区分の変更

を行っており、前年同期との比較は、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えて行なって

おります。 

 セグメント情報の開示における事業区分に関する事項については、４．連結財務諸表（７）連結財務

諸表に関する注記事項（セグメント情報等）に記載のとおりであります。 

  

＜繊維機械事業＞ 

 中国市場の設備投資は、ウォータジェットルームを中心に堅調に推移いたしました。インド市場では

最新設備更新に対する技術改善基金（TUF：政府による借入金利子補助政策）が2011年４月に発効し、

エアジェットルームを中心に設備投資の拡大が期待されましたが、同国内で申請された案件の処理の遅

延が伝えられるなど期待した伸びには至りませんでした。国内市場におきましては北陸産地など国際競

争力のある技術力を持った産地で、高級スポーツウェアやダウンジャケットなど極細糸を使った織物を

製織するウォータジェットルームの需要が増加いたしました。 

 こうした市場環境の中、準備を進めてまいりました中国でのウォータジェットルーム生産は、2010年

12月に現地法人 津田駒機械製造（常熟）有限公司を設立、2011年６月には第１号機の生産に至り、お

客さまへの納入を開始しております。また、2011年３月にはインド市場での販売促進のためにサービス

子会社TSUDAKOMA SERVICE INDIA PRIVATE LIMITED を設立いたしました。 

 開発面では2011年10月にスペインで開催されました国際繊維機械展示会におきまして、コンセプトモ

デルとして新設計いたしましたエアジェットルームをはじめ、世界で初めて積極電子ジャカード装置を

搭載したウォータジェットルームを出品するなど、最新の技術開発の成果をお客さまにアピールいたし

ました。 

 一方で、第３四半期以降には、中国市場における金融引き締めが強化されました結果、銀行が発行す

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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る輸出信用状の開設の遅れ傾向が顕著になり、成約済みの案件でありましても、生産に着手できない案

件が表れるなど、市場環境は停滞の傾向を強めてまいりました。また、急速に円高が進みましたことか

ら、欧州メーカとの価格競争が一段と激しくなりました。 

 鋳造事業では、高い水準で推移いたしました繊維機械部品の生産に対応する一方で、自動車部品など

の受託生産の拡大を図りました。 

 コンポジット機械事業では、当社独自の技術によって開発いたしました複合素材の自動積層装置と周

辺機器の第２号機を2011年１月に国内の航空部品メーカに納品いたしました。 

 この結果、受注高は30,655百万円（前期比16.4％減）と前期比減少いたしましたが、売上高は36,310

百万円（前期比28.0％増）と増加いたしました。中国向けの売上高は20,540百万円（前期比24.2％増）

であります。損益面では、高い水準での生産が継続いたしましたことに加え、コストダウン活動と生産

効率化が効果を表し、営業利益は2,152百万円（前期比261.3％増）となりました。 

  

＜工作用機器事業＞ 

 工作用機器事業は、中心顧客であります国内の工作機械業界が順調に回復傾向を示す中、当事業部門

では高精度NC円テーブルを中心に販売活動を強化し、受注を拡大いたしました。特に当社の技術力が評

価されて、いわゆる特注製品の受注が増加いたしました。 

 また、経済成長が著しいアジア市場への販売を強化するためタイ（パトゥムターニ県）に新たな代理

店を設け、2011年４月から活動を開始いたしました。さらに台湾・中国・ドイツ・日本などで開催され

た国際展示会に積極的に参加し、アジア市場の開拓と共に、新開発駆動方式によるNC円テーブルなど最

新の技術と製品をアピールいたしました。 

 建設工事が中断しておりました野々市工場第３工場棟は、2011年８月に組立工程の稼働を開始いたし

ました。また、2011年９月末には同工場内に新しい大型研削盤の設置が完了し、本格的な稼働体制が整

いました。 

 一方、円高の影響により、中国、韓国、台湾製品などの低価格製品との価格競争が激しくなり収益を

圧迫いたしました。また、第３工場の設備負担や特注製品の拡大による生産効率の悪化により、採算の

低下を招きました。 

 この結果、工作用機器事業の受注高は7,023百万円（前期比49.8％増）、売上高は6,098百万円（前期

比41.0％増）と拡大いたしましたが、損益面では利益確保には至らず、前期比では大幅に改善いたしま

したものの営業損失43百万円（前期 営業損失752百万円）の計上となりました。 

  

（次期の見通し） 

 欧州債務危機の影響が世界的に拡大することが懸念される中、世界経済の動向は極めて不透明である

といわざるを得ません。当企業グループは、技術開発を進めるとともに生産の効率化を推し進め、受注

の拡大と収益性の改善を図ってまいります。また、新規の事業分野の強化を図り、売上の拡大につなげ

てまいりたいと存じます。また、異常な円高の継続や新興諸国製品との価格競争により販売価格の悪化

が懸念されます。圧倒的な技術力の優位性を維持しつつ、海外からの部材調達や国内の生産効率化を進

め、採算性の向上を図ってまいります。 

 繊維機械事業につきましては、中心市場であります中国の金融引き締めの動向について情報の収集と

分析を進めなければなりません。現状では金融引き締め政策の影響から、銀行による輸出信用状の開設

遅れが見られるなど受注環境は停滞しつつあります。一方で中国国内の内需拡大の方向性に大きな変化
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はないと見込まれるため、若干の変動はあるものの堅調に推移するものと予想しております。財務状況

が安定した大手企業を中心に販売促進を図ってまいります。また、中国でのウォータジェットルーム生

産は、現地調達部品の品質管理を進めコストダウンを図りながら販売拡大を図ってまいります。インド

市場に対しましては、技術改善基金（TUF：政府による借入金利子補助政策）のメリットを生かしなが

らエアジェットルームを中心として販売を進めてまいります。 

 また、子会社であります株式会社T-Tech Japanを通じて販売を行なっておりますサイジングマシン

は、高品質な織物製織に欠かせない設備として新興国市場への販売促進を図り、当社ジェットルームの

導入につなげてまいります。 

 コンポジット機械事業では、2011年10月に新型航空機が運行を始めましたことから、今後、機体の生

産は進むものと見込んでおります。また、炭素繊維や複合素材の用途開発にも弾みがつくと予想されま

すことから、技術開発を進めながら関連産業分野への浸透を図ってまいります。繊維機械事業の次期の

売上高は34,600百万円を予想しております。 

 工作用機器事業では、新興国の需要は引き続き継続すると見込んでおります。生産体制の効率化を図

り、お客さまから評価をいただいております特注製品や大型製品への対応力を強化してまいります。ま

た、国内をはじめタイの洪水被害からの復興需要などへの対応を積極的に図ってまいりたいと存じま

す。一方で、台湾や韓国製の低価格製品との競合が一層厳しくなってまいります。竣工いたしました

野々市工場第３工場棟を最大限活用し、コストダウンを図り、価格競争力を強化してまいります。工作

用機器事業の次期の売上高は8,200百万円を予想しております。 

 この結果、現状では、次期につきましては全体の売上高は42,800百万円を予想しております。 
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① 資産、負債及び純資産の状況に関する分析 

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ535百万円減少し39,261百万円となりまし

た。主として、新工場建設による有形固定資産の増加があったものの、設備投資の決済や長期借入金の

返済等に伴う現金及び預金の減少によるものであります。負債は、前連結会計年度に比べ1,440百万円

減少し21,344百万円となりました。借入金の返済や仕入債務の減少に伴うものであります。純資産は当

期純利益895百万円を計上したこと等から、前連結会計年度に比べ905百万円増加し17,917百万円とな

り、自己資本比率は42.9％となりました。 

  

② キャッシュ・フローの状況に関する分析 

当連結会計年度の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ1,841百万円減少し11,057

百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益808百万円

の計上や減価償却費1,226百万円の計上等があったものの売上債権の増加や仕入債務の減少等により、

755百万円（前期 プラス1,050百万円）となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産取得による支出等によ

り、マイナス1,464百万円（前期 マイナス371百万円）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出等によ

り、マイナス1,134百万円（前期 マイナス2,777百万円）となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
（注）自己資本比率                        ：自己資本/総資産 
   時価ベースの自己資本比率         ：株式時価総額/総資産 
   キャッシュ・フロー対有利子負債比率    ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 
   インタレスト・カバレッジ・レシオ     ：営業キャッシュ・フロー/利払い 
   ・各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 
   ・株式時価総額は、期末株価終値ⅹ期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。 
   ・有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており 
    ます。 
   ・営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動における 
    キャッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

（２）財政状態に関する分析

平成19年11月期 平成20年11月期 平成21年11月期 平成22年11月期 平成23年11月期

自己資本比率(%) 49.5 57.9 46.4 40.3 42.9

時価ベースの自己資本比率
(%)

48.9 13.4 18.0 24.7 22.0

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(年)

0.5 1.5 ― 6.5 7.5

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

95.3 41.2 ― 8.3 8.0
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当社の活動分野は、設備投資の状況に大きく左右され、また、輸出比率も高いため、業績の変動は避

けられない環境にあります。このような業界において、当社は環境の変化に耐え得る健全な財務体質を

維持するとともに、事業拡大のための設備投資に備えて内部留保を高めながら株主の皆さまへの安定的

な配当を継続できるよう業績の改善に努めております。また、雇用も含めて地域社会への利益還元を行

うことが、企業価値向上に重要であると考えております。 

 当期の配当につきましては、当期は利益を確保いたしましたものの、前期までの業績の落ち込みによ

り利益剰余金を確保できておりません。誠に遺憾ではございますが、引き続き見送りとさせていただき

たいと存じます。 

 次期の配当につきましては、世界経済が依然として不透明な状況であり、経営環境は引き続き予断を

許さない状況が続くと判断せざるを得ません。市場環境を十分に勘案しながら慎重に判断してまいりた

いと存じます。このため、現時点では未定とさせていただく予定であります。 

  

当企業グループは輸出比率が高く、為替変動をはじめ国際経済の影響を強く受けざるを得ません。ま

た、中国やインドなどの新興国市場が主力市場となる中、各国の金融・経済政策の影響を受けやすくな

っております。さらに、サプライチェーンの拡大により、世界的な天候変動も新たなリスクとして認識

しなければなりません。このような状況から、主に次の要因が当企業グループの経営成績に影響を及ぼ

す可能性があるリスクと考えております。 

① 中国・欧米等の金融政策リスク 

② 為替変動リスク 

③ 原料・素材価格の高騰リスク 

④ 直接貿易上のリスク 

⑤ 天候変動のリスク 

  

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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 当企業グループは当社、子会社9社で構成され、繊維機械及び工作用機器の製造、販売を主な事業内容と

しております。当企業グループの事業に関わる位置づけ及びセグメントとの関連は次のとおりです。なお、

以下の繊維機械事業及び工作用機器事業の2部門は、セグメント情報の区分と同一であります。 

繊維機械事業 

               電機工業㈱に委託している。津田駒機械設備(上海)有限公司及びTSUDAKOM 

             A SERVICE INDIA PRIVATE LIMITEDはアフターサービスを行っている。 

             津田駒機械製造(常熟)有限公司はウォータジェットルームの一部機種につ 

             いて、中国での製造・販売を行っている。準備機械については、当社が㈱ 

                          T-Tech Japan にOEM供給した上で、当社及び㈱T-Tech Japanが販売してい 

             る。ツダコマ運輸㈱は当社製品の梱包・運送業務を行っている。ツダコマ 

             ・ゼネラル・サービス㈱は主として当社構内の警備、営繕並びに損害保険 

             代理店業務を行っている。ふぁみーゆツダコマ㈱は当社の庶務、軽作業の 

             請負を行っている。 

工作用機器事業 

             託している。また、ツダコマテクノサポート㈱には、工作用機器の製品の 

             修理を委託している。 

  

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

２．企業集団の状況

繊維機械等……………当社が製造販売している。なお、製造については、電装部品の一部を共和  

工作用機器……………当社が製造販売している。なお、一部の製品の製造を共和電機工業㈱に委
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当企業グループは、世界最高の技術と品質を極めたモノづくりにより、公正な企業活動を通じて産業

の発展に寄与し、安全で豊かな市民生活の実現に寄与することを経営の基本方針としております。 

  

当企業グループの活動分野は主として繊維機械ならびに工作機械産業であります。ともに専門性が高

い分野であり、最高の技術と品質を強みとして、全世界を市場とした営業を展開してまいりました。 

 反面、これらの業界は好不況の波が激しい業界であります。特に近年では、中国やインドなど新興諸

国が主力事業の中心市場になっており、各国政府の経済・金融政策の変更に伴う影響を大きく受けてお

ります。また、世界的な経済混乱と為替の変動の影響から、業績の変動が激しくなっており、有効な経

営指標の策定・維持が難しい状況にあります。 

 こうした経営環境の中ではありますが、製造業の基本に立ち返り、適正な財務体質を維持しつつ、経

営の安定化と成長を図ってまいります。また、経済のグローバル化に対応するため、当企業グループの

ブランド、技術を活かしながら世界戦略を構築してまいります。 

 中長期的な経営戦略、対処すべき課題のポイントを次のように考えております。 

  

１．繊維機械事業・工作用機器事業の安定化と新興国市場での販売拡大 

２．ウォータジェットルームの中国生産体制の確立 

３．コンポジット機械事業の技術開発と市場拡大 

４．世界トップブランドの構築 

５．グローバル人材の育成  

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）中長期的な会社の経営戦略
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年11月30日)

当連結会計年度
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,086 11,398

受取手形及び売掛金 10,298 10,723

有価証券 203 －

製品 1,326 1,070

仕掛品 2,109 2,429

原材料及び貯蔵品 452 519

繰延税金資産 3 216

その他 147 203

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 27,617 26,548

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 16,018 17,410

減価償却累計額 △12,655 △12,918

建物及び構築物（純額） 3,363 4,492

機械装置及び運搬具 18,084 18,721

減価償却累計額 △15,925 △16,247

機械装置及び運搬具（純額） 2,159 2,474

土地 3,630 3,677

建設仮勘定 845 －

その他 6,314 6,472

減価償却累計額 △5,925 △6,141

その他（純額） 389 330

有形固定資産合計 10,387 10,974

無形固定資産 87 73

投資その他の資産

投資有価証券 1,564 1,534

その他 566 545

貸倒引当金 △426 △414

投資その他の資産合計 1,704 1,664

固定資産合計 12,179 12,712

資産合計 39,796 39,261
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年11月30日)

当連結会計年度
(平成23年11月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,199 3,586

短期借入金 3,329 4,269

未払法人税等 58 82

未払金 5,721 5,924

受注損失引当金 43 11

その他 1,615 1,739

流動負債合計 14,968 15,615

固定負債

長期借入金 3,446 1,376

退職給付引当金 4,214 4,281

役員退職慰労引当金 31 31

環境対策引当金 123 39

固定負債合計 7,815 5,729

負債合計 22,784 21,344

純資産の部

株主資本

資本金 12,316 12,316

資本剰余金 10,354 10,354

利益剰余金 △5,145 △4,250

自己株式 △1,236 △1,236

株主資本合計 16,289 17,184

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △256 △321

繰延ヘッジ損益 △0 0

その他の包括利益累計額合計 △257 △321

少数株主持分 979 1,054

純資産合計 17,012 17,917

負債純資産合計 39,796 39,261
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

売上高 32,688 42,409

売上原価 30,022 37,037

売上総利益 2,666 5,371

販売費及び一般管理費 3,723 4,364

営業利益又は営業損失（△） △1,057 1,007

営業外収益

受取利息 5 2

受取配当金 28 30

還付加算金 3 －

受取保険金 － 9

雑収入 32 35

営業外収益合計 70 77

営業外費用

支払利息 129 98

為替差損 7 150

雑支出 7 9

営業外費用合計 144 258

経常利益又は経常損失（△） △1,131 825

特別利益

固定資産売却益 － 2

貸倒引当金戻入額 2 6

特別利益合計 2 9

特別損失

固定資産処分損 12 25

貸倒引当金繰入額 0 0

減損損失 － 0

特別損失合計 12 27

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失
（△）

△1,141 808

法人税、住民税及び事業税 23 47

法人税等調整額 △2 △212

法人税等合計 21 △164

少数株主損益調整前当期純利益 － 973

少数株主利益又は少数株主損失（△） △11 78

当期純利益又は当期純損失（△） △1,151 895
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 連結包括利益計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 973

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △66

繰延ヘッジ損益 － 0

その他の包括利益合計 － △65

包括利益 － 908

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 831

少数株主に係る包括利益 － 76
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月1日
至 平成23年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,316 12,316

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,316 12,316

資本剰余金

前期末残高 10,354 10,354

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,354 10,354

利益剰余金

前期末残高 △3,994 △5,145

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,151 895

当期変動額合計 △1,151 895

当期末残高 △5,145 △4,250

自己株式

前期末残高 △1,235 △1,236

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1,236 △1,236

株主資本合計

前期末残高 17,441 16,289

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,151 895

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,151 894

当期末残高 16,289 17,184
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月1日
至 平成23年11月30日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △110 △256

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△146 △64

当期変動額合計 △146 △64

当期末残高 △256 △321

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 △0 0

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △110 △257

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△146 △64

当期変動額合計 △146 △64

当期末残高 △257 △321

少数株主持分

前期末残高 995 979

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △16 74

当期変動額合計 △16 74

当期末残高 979 1,054

純資産合計

前期末残高 18,326 17,012

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,151 895

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △163 10

当期変動額合計 △1,314 905

当期末残高 17,012 17,917
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年12月1日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月1日
至 平成23年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△1,141 808

減価償却費 1,149 1,226

減損損失 － 0

受取利息及び受取配当金 △34 △32

支払利息 129 98

売上債権の増減額（△は増加） △4,492 △517

たな卸資産の増減額（△は増加） △872 △111

仕入債務の増減額（△は減少） 5,951 △543

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 110 67

その他 357 △140

小計 1,156 843

利息及び配当金の受取額 34 33

利息の支払額 △125 △94

法人税等の支払額 △15 △26

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,050 755

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 359 49

有形固定資産の取得による支出 △570 △1,487

投資有価証券の取得による支出 △1 △12

子会社株式の取得による支出 △141 △23

その他 △18 9

投資活動によるキャッシュ・フロー △371 △1,464

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の増減額（△は減少） △2,000 －

長期借入金の返済による支出 △773 △1,129

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1 △1

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,777 △1,134

現金及び現金同等物に係る換算差額 24 2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,073 △1,841

現金及び現金同等物の期首残高 14,972 12,899

現金及び現金同等物の期末残高 12,899 11,057
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該当事項なし 

  

会計処理基準に関する事項 

① 会計方針の変更 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）

及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用している。 

なお、該当事項がないため、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響

はない。 

  

② 表示方法の変更 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において区分掲記していた営業外収益の「還付加算金」は、営業外収益の総額の100分

の10以下となったため、「雑収入」に含めて表示することに変更した。 

なお、当連結会計年度の「雑収入」に含めた「還付加算金」は０百万円である。 

  

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において営業外収益の「雑収入」に含めていた「受取保険金」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度において区分掲記することに変更した。 

なお、前連結会計年度の営業外収益の「雑収入」に含めていた「受取保険金」は６百万円である。 

  

（連結損益計算書関係） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）

に基づく、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に

伴い、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目を表示している。 

  

③ 追加情報 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30

日）を適用している。 

ただし、「その他の包括利益累計額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」の金額を記載している。 

  

なお、上記以外の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項は、最近の有価証券報告書（平成23

年２月25日提出）における記載から重要な変更が無いため開示を省略しております。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 

（セグメント情報等） 

  

 
(注) １ 事業区分は内部管理上採用している区分によっている。 

２ 各事業の主な製品 

(1) 繊維機械事業………織機、準備機、繊維機械部品装置 

(2) 工作用機器事業……工作機械アタッチメント、その他の機器 

(3) その他の事業………電装機器、鋳造品等 

３ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は14,251百万円である。主なものは、親会社での

余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

４ 当連結会計年度より、受注した契約に損失が見込まれ、重要性が増したため、当該損失見込額を受注損失引

当金として計上している。 

  これにより、従来の方法によった場合に比べ、「繊維機械事業」では営業費用が36百万円増加のうえ営業利

益が同額減少し、「工作用機器事業」では営業費用及び営業損失が7百万円増加している。 

  

前連結会計年度においては、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な支店がない

ため、その記載を省略している。 

  

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日)

繊維機械事業 
(百万円)

工作用機器
事業 

(百万円)

その他の事業
(百万円)

計(百万円)
消去又は 

全社(百万円)
連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

27,196 4,324 1,167 32,688 ― 32,688

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― (―) ―

計 27,196 4,324 1,167 32,688 (―) 32,688

営業費用 27,166 5,348 1,230 33,745 (―) 33,745

営業利益又は 
営業損失（△）

30 △1,024 △63 △1,057 (―) △1,057

Ⅱ 資産、減価償却費及び資
本的支出

資産 16,336 8,272 936 25,545 14,251 39,796

減価償却費 759 339 50 1,149 ― 1,149

資本的支出 308 357 21 687 ― 687

【所在地別セグメント情報】
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前連結会計年度(自 平成21年12月１日 至 平成22年11月30日) 

  

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア…………中国、インド、台湾他 

(2) アメリカ………米国、ブラジル他 

(3) ヨーロッパ……イタリア、フランス他 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものである。 

当社グループは、当社は製品及びサービスの類似性を基準とした事業部門を設置し、包括的な戦略を立

案しており、子会社は子会社ごとに包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。 

したがって、当社グループは、当社の事業部門を基礎とし、製品およびサービスの類似性を勘案し、

「繊維機械事業」、「工作用機器事業」の２つを報告セグメントとしている。 

なお、各報告セグメントの主な事業内容は、以下のとおりである。 

  

 
  

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一である。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実

績価格等に基づいている。 

  

【海外売上高】

アジア アメリカ ヨーロッパ その他 計

Ⅰ 海外売上高(百万円) 25,983 805 252 153 27,194

Ⅱ 連結売上高(百万円) 32,688

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

79.5 2.5 0.8 0.4 83.2

【セグメント情報】

報告セグメントの名称 主な事業内容

繊維機械事業 織機、準備機、繊維機械部品装置などの製造および販売

工作用機器事業 工作機械アタッチメント、その他の機器などの製造および販売
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  平成21年12月１日  至  平成22年11月30日) 

 
(注)１ 調整額は、以下のとおりである。 

(１)セグメント利益の調整額は、セグメントに配賦していない全社費用△900百万円である。全社費用は、主に

報告セグメントに帰属しない一般管理費等である。 

(２)セグメント資産の調整額は、セグメントに配賦していない全社資産14,236百万円である。全社資産は、主

に当社での余剰運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

  ２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２繊維機械事業 工作用機器事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 28,364 4,324 32,688 － 32,688

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

375 － 375 △375 －

計 28,739 4,324 33,063 △375 32,688

セグメント利益又は損失(△) 595 △752 △156 △900 △1,057

セグメント資産 18,015 7,544 25,560 14,236 39,796

その他の項目

  減価償却費 864 284 1,149 － 1,149

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

345 341 687 － 687
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当連結会計年度(自  平成22年12月１日  至  平成23年11月30日) 

 
(注)１ 調整額は、以下のとおりである。 

(１)セグメント利益の調整額は、セグメントに配賦していない全社費用△1,102百万円である。全社費用は、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費等である。 

(２)セグメント資産の調整額は、セグメントに配賦していない全社資産12,390百万円である。全社資産は、主

に当社での余剰運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)等である。 

  ２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

 (追加情報) 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用している。 

  

(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)１

連結財務諸表
計上額
(注)２繊維機械事業 工作用機器事業 計

売上高

  外部顧客への売上高 36,310 6,098 42,409 － 42,409

  セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

634 － 634 △634 －

計 36,945 6,098 43,043 △634 42,409

セグメント利益又は損失(△) 2,152 △43 2,109 △1,102 1,007

セグメント資産 17,714 9,156 26,870 12,390 39,261

その他の項目

  減価償却費 890 335 1,226 － 1,226

  有形固定資産及び 
  無形固定資産の増加額

653 1,188 1,841 － 1,841
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当連結会計年度(自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日) 

１  製品及びサービスごとの情報 

  セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。 

  

２  地域ごとの情報 

(1) 売上高 

 
(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類している。 

  

(2) 有形固定資産 

   本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な支店がないため、記載を省略している。 

  

３  主要な顧客ごとの情報 

 
  

当連結会計年度(自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日) 

 
(注) 繊維機械事業の金額は、当社で保有する遊休不動産である。 

  

当連結会計年度(自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日) 

該当事項はない。 

  

  当連結会計年度(自 平成22年12月１日 至 平成23年11月30日) 

該当事項はない。 

  

【関連情報】

(単位：百万円)

日本 アジア 南北アメリカ ヨーロッパ その他 合計

8,118 32,702 1,047 383 155 42,409

(単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

丸紅テクマテックス株式会社 19,112 繊維機械事業

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

(単位：百万円)

報告セグメント
全社・消去

(注)
合計

繊維機械事業 工作用機器事業 計

減損損失 0 － － － 0

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額 

 
  

該当事項はない。 

  

リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、

ストック・オプション等、企業結合等、資産除去債務、賃貸等不動産に関する注記事項については、決

算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

１株当たり純資産額 250.79円 １株当たり純資産額 263.80円

１株当たり当期純損失 18.00円 １株当たり当期純利益 14.01円

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載していない。

前連結会計年度

(平成22年11月30日)

当連結会計年度

(平成23年11月30日)

純資産額（百万円） 17,012 17,917

普通株式に係る純資産額（百万円) 16,032 16,862

差額の主な内訳（百万円）

 少数株主持分 979 1,054

１株当たり純資産額の算定に用いら

れた普通株式の数（株）
63,926,241 63,922,790

前連結会計年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当連結会計年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

当期純利益又は当期純損失 (△) 

（百万円）
△1,151 895

普通株主に帰属しない金額（百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失(△)（百万円）
△1,151 895

普通株式の期中平均株式数（株） 63,929,869 63,924,104

(重要な後発事象)

（開示の省略）
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年11月30日)

当事業年度
(平成23年11月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,222 9,368

受取手形 4,384 4,069

売掛金 6,883 7,190

製品 1,324 1,070

仕掛品 1,906 2,077

原材料及び貯蔵品 289 349

前渡金 6 10

前払費用 22 19

繰延税金資産 － 196

その他 111 166

貸倒引当金 △10 △10

流動資産合計 26,141 24,508

固定資産

有形固定資産

建物 13,861 15,187

減価償却累計額 △11,129 △11,338

建物（純額） 2,731 3,849

構築物 1,216 1,247

減価償却累計額 △1,122 △1,140

構築物（純額） 94 106

機械及び装置 17,027 17,810

減価償却累計額 △15,012 △15,460

機械及び装置（純額） 2,014 2,350

車両運搬具 284 286

減価償却累計額 △269 △267

車両運搬具（純額） 14 18

工具、器具及び備品 6,119 6,278

減価償却累計額 △5,753 △5,971

工具、器具及び備品（純額） 366 306

土地 3,126 3,125

建設仮勘定 845 －

有形固定資産合計 9,192 9,757

無形固定資産

特許権 8 6

ソフトウエア 37 28

電話加入権 5 5

その他 24 22

無形固定資産合計 76 63
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年11月30日)

当事業年度
(平成23年11月30日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,349 1,298

関係会社株式 1,593 1,616

固定化営業債権 414 402

長期前払費用 4 4

その他 108 110

貸倒引当金 △425 △412

投資その他の資産合計 3,046 3,019

固定資産合計 12,314 12,840

資産合計 38,456 37,348

負債の部

流動負債

支払手形 383 396

買掛金 3,073 2,305

短期借入金 3,230 4,170

未払金 7,326 7,240

未払費用 1,007 956

未払法人税等 49 52

前受金 311 206

預り金 112 120

受注損失引当金 43 11

設備関係支払手形 27 279

その他 0 －

流動負債合計 15,566 15,739

固定負債

長期借入金 3,205 1,235

退職給付引当金 4,015 4,070

役員退職慰労引当金 30 30

環境対策引当金 123 39

固定負債合計 7,374 5,375

負債合計 22,940 21,114
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年11月30日)

当事業年度
(平成23年11月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,316 12,316

資本剰余金

資本準備金 3,100 3,100

その他資本剰余金 7,254 7,254

資本剰余金合計 10,354 10,354

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △5,666 △4,884

利益剰余金合計 △5,666 △4,884

自己株式 △1,236 △1,236

株主資本合計 15,768 16,549

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △253 △315

繰延ヘッジ損益 △0 0

評価・換算差額等合計 △253 △315

純資産合計 15,515 16,233

負債純資産合計 38,456 37,348
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（２）損益計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

売上高 31,843 41,234

売上原価

製品期首たな卸高 940 727

当期製品製造原価 26,923 34,655

当期製品仕入高 2,307 1,514

合計 30,171 36,897

他勘定振替高 46 14

製品期末たな卸高 727 475

受注損失引当金繰入額又は戻入額（△） 43 △32

売上原価合計 29,440 36,376

売上総利益 2,402 4,858

販売費及び一般管理費 3,501 4,108

営業利益又は営業損失（△） △1,099 749

営業外収益

受取利息 4 1

受取配当金 43 64

固定資産賃貸料 16 15

雑収入 30 35

営業外収益合計 94 117

営業外費用

支払利息 122 93

為替差損 7 150

雑支出 7 9

営業外費用合計 137 253

経常利益又は経常損失（△） △1,141 613

特別利益

貸倒引当金戻入額 0 6

特別利益合計 0 6

特別損失

固定資産処分損 11 20

貸倒引当金繰入額 0 0

減損損失 － 0

特別損失合計 12 21

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △1,153 598

法人税、住民税及び事業税 13 13

法人税等調整額 － △196

法人税等合計 13 △182

当期純利益又は当期純損失（△） △1,166 781
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 12,316 12,316

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 12,316 12,316

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,100 3,100

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,100 3,100

その他資本剰余金

前期末残高 7,254 7,254

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,254 7,254

資本剰余金合計

前期末残高 10,354 10,354

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,354 10,354

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △4,499 △5,666

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,166 781

当期変動額合計 △1,166 781

当期末残高 △5,666 △4,884

利益剰余金合計

前期末残高 △4,499 △5,666

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,166 781

当期変動額合計 △1,166 781

当期末残高 △5,666 △4,884

自己株式

前期末残高 △1,235 △1,236
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年12月１日
至 平成22年11月30日)

当事業年度
(自 平成22年12月１日
至 平成23年11月30日)

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △1,236 △1,236

株主資本合計

前期末残高 16,936 15,768

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,166 781

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △1,167 780

当期末残高 15,768 16,549

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △110 △253

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△142 △62

当期変動額合計 △142 △62

当期末残高 △253 △315

繰延ヘッジ損益

前期末残高 － △0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△0 0

当期変動額合計 △0 0

当期末残高 △0 0

評価・換算差額等合計

前期末残高 △110 △253

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△142 △62

当期変動額合計 △142 △62

当期末残高 △253 △315

純資産合計

前期末残高 16,825 15,515

当期変動額

剰余金の配当 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △1,166 781

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △142 △62

当期変動額合計 △1,310 718

当期末残高 15,515 16,233
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 該当事項なし 

（４）継続企業の前提に関する注記
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６．代表取締役の異動（追加選定） 
当社は平成 24 年 2 月 24 日に開催する取締役会において、経営体制の一層の強化および

充実を図るため、代表取締役の 1 名増員を予定しておりますので、お知らせいたします。 
（１）新任代表取締役候補者の氏名および役職名 

新 氏  名 現 在 
代表取締役専務 
繊維機械事業部長 

竹 鼻 達 夫 
（たけはな たつお） 

常務取締役 
繊維機械部長 
コンポジット機械部統轄 

（２）新任代表取締役候補者の略歴 
生年月日 昭和 25 年 ２ 月２日  

略  歴 昭和 
昭和 
平成 
平成 
平成 
平成 
平成 
 
平成 
平成 
 
平成 
平成 
平成 

47 
47 
11 
13 
13 
16 
17 
 
17 
18 
 
20 
21 
23 

年 
年 
年 
年 
年 
年 
年 
 
年 
年 
 
年 
年 
年 

３
４
９
７
11
２
２
 
12
８
 
５
１
６

月
月
月
月
月
月
月
 
月
月
 
月
月
月

金沢大学工学部機械工学科 卒業 
当社入社 
技術部専任部長 
執行役員 
技術部長 
取締役 
常務取締役（現在） 
技術部・品質保証部担当 
技術部長 
繊維機械事業統轄責任者 
繊維機械販売部長 
株式会社T-Tech Japan代表取締役（現在） 
繊維機械部長（現在） 
コンポジット機械部統轄(現在) 

（３）当社所有株式数：37,000 株 
（４）就任予定日：平成 24 年２月 24 日 
（５）その他： 

上記の候補者の選定により当社の代表取締役は代表取締役社長 菱沼捷二と 
竹鼻達夫の 2 名となります。 
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７．役員の異動等 
 当社は平成 24 年 2 月 24 日に開催する第 101 回定時株主総会および取締役会において、

下記のとおり役員の異動を予定しておりますので、お知らせいたします。 
 
（１） 昇格の予定 

新 氏  名 現  在 
常務取締役 
工作機械関連事業部長 

西 野 順 一 
（にしの じゅんいち） 

取締役 
製造部長 
製造第 1 部長 

（就任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
（２） 新任取締役候補者 

新 氏  名 現  在 
取締役 
製造部長 

中 村  進 
（なかむら すすむ） 

執行役員 
繊維機械部繊維機械調達部長 

取締役 
繊維機械事業部繊維機械技術

部長 

諏 訪  満 
（すわ みつる） 

執行役員 
繊維機械部繊維機械技術部長 

（就任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
（３） 退任予定取締役 

現  在 氏  名 備  考 
常務取締役 
工機部長 

村  弘 行 
（むら ひろゆき） 

津田駒工業株式会社 
顧問に就任の予定 

取締役 
共和電機工業株式会社担当 

木 沢 竹 夫 
（きざわ たけお） 

共和電機工業株式会社 
代表取締役に重任の予定 

取締役 
ツダコマ運輸株式会社担当 

藤 田 至 孝 
（ふじた よしたか） 

ツダコマ運輸株式会社 
代表取締役に重任の予定 

（退任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
≪新任取締役候補者の略歴≫ 

氏名・生年月日 略  歴 

中 村  進 

（なかむら すすむ） 

昭和26年12月30日生 

昭和 
昭和 
平成 
平成 
平成 
平成 
平成 

49
49
14
16
17
21
22

年
年
年
年
年
年
年

３
４
10
２
12
１
７

月
月
月
月
月
月
月

富山大学工学部金属工学科 卒業 
当社入社 
松任工場長 専任部長  
執行役員（現在） 
製造部製造第３部長 
鋳造事業部長 
繊維機械部繊維機械調達部長（現在） 
 

諏 訪  満 

（すわ みつる） 

昭和32年５月２日生 

昭和 
昭和 
平成 
平成 
 

57
57
18
21

年
年
年
年

３
４
８
２

月
月
月
月
 

大阪市立大学工学部機械工学科 卒業 
当社入社 
技術部技術第１部長 
執行役員（現在） 
繊維機械部繊維機械技術部長（現在） 

（就任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
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≪ご参考 執行役員の異動等≫ 

当社は平成 24 年 1 月 18 日開催の取締役会において下記のとおり執行役員の異動等を決

定いたしましたので、お知らせいたします。 
（１）新任予定執行役員 

新 氏  名 現  在 
執行役員 
調達部長 

橋 本  徹 
（はしもと とおる） 

繊維機械部繊維機械技術部参与 
 

執行役員 
コンポジット機械部長 

坂 井 一 仁 
（さかい かずひと） 

コンポジット機械部長 
繊維機械部繊維機械技術部参与 

執行役員 
工作機械関連事業部工機技術

部長 

大 森  充 
（おおもり みつる） 

工機部工機技術部長 

（就任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
（２）退任予定執行役員 

現  在 氏  名 
執行役員 
工機部工機販売部長 

中 野 喜八郎 
（なかの きはちろう） 

（退任予定日：平成 24 年 2 月 24 日） 
（３）その他：執行役員 竹中隆一、守部太美雄、松本 勝は重任。上記の異動により当

社の執行役員は 6 名となります。 
 

８．組織の変更 
 上記の役員の異動等および執行役員の異動等に関連し、事業の拡大と業務執行体制の強化を

図るため当社は下記のとおり組織を変更することを決定いたしましたので、お知らせいたしま

す。 
（変更日：平成 24 年 2 月 24 日） 

（１） 「繊維機械部」を「繊維機械事業部」に変更する。 
（２） 「繊維機械部繊維機械調達部」を「調達部」に変更する。 
（３） 「工機部」を「工作機械関連事業部」に変更する。 
 

以上 
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